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(57)【要約】
【課題】磁気軸受を構成する渦電流式ギャップセンサの
可動範囲やその中心を特定し、磁気軸受で浮上させるロ
ータ軸その他の被制御軸を保護ベアリングの中心位置に
制御しやすくできる磁気軸受の制御装置を提供する。
【解決手段】磁気軸受の制御装置２０は、ロータ軸５の
Ｘ軸方向可動限界位置を検出する第１の機能と、第１の
機能で検出したＸ軸方向可動限界位置を基にＸ軸上渦電
流式ギャップセンサ１０Ｃ（－Ｘセンサ、＋Ｘセンサ）
のＸ軸上可動範囲の中心を特定する第２の機能と、ロー
タ軸５のＹ軸方向可動限界位置を検出する第３の機能と
、第３の機能で検出したＹ軸方向可動限界位置を基にＹ
軸上渦電流式ギャップセンサ１０Ｃ（＋Ｙセンサ、－Ｙ
センサ）のＹ軸上可動範囲の中心を特定する第４の機能
と、第１の機能によるＸ軸方向可動限界位置の検出時及
び第２の機能によるＸ軸上可動範囲の中心の特定時は、
Ｙ軸上電磁石（＋Ｙ電磁石、－Ｙ電磁石）の励磁電流を
ＯＦＦにし、第３の機能によるＹ軸方向可動限界位置の
検出時及び第４の機能によるＹ軸上可動範囲の中心の特
定時は、Ｘ軸上電磁石（＋Ｘ電磁石、－Ｘ電磁石）の励
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＸＹ座標系のＸ軸上とＹ軸上に設けた渦電流式ギャップセンサと磁気軸受で浮上させる
被制御軸とのギャップを該渦電流式ギャップセンサで検出し、その検出値を基にＸ軸上電
磁石とＹ軸上電磁石を励磁することにより、これらの電磁石の磁力で前記被制御軸を浮上
支持する磁気軸受の制御装置であって、
　前記磁気軸受の制御装置は、
　前記被制御軸のＸ軸方向可動限界位置を検出する第１の機能と、
　前記第１の機能で検出したＸ軸方向可動限界位置を基に前記Ｘ軸上渦電流式ギャップセ
ンサのＸ軸上可動範囲の中心を特定する第２の機能と、
　前記被制御軸のＹ軸方向可動限界位置を検出する第３の機能と、
　前記第３の機能で検出したＹ軸方向可動限界位置を基に前記Ｙ軸上渦電流式ギャップセ
ンサのＹ軸上可動範囲の中心を特定する第４の機能と、
　前記第１の機能によるＸ軸方向可動限界位置の検出時及び第２の機能によるＸ軸上可動
範囲の中心の特定時は、前記Ｙ軸上電磁石の励磁電流をＯＦＦにし、前記第３の機能によ
るＹ軸方向可動限界位置の検出時及び第４の機能によるＹ軸上可動範囲の中心の特定時は
、前記Ｘ軸上電磁石の励磁電流をＯＦＦにする第５の機能と、
　を備えることを特徴とする磁気軸受の制御装置。
【請求項２】
　前記磁気軸受で支持された前記被制御軸を有する排気ポンプにおいて、請求項１に記載
の磁気軸受の制御装置を備えてなることを特徴とする排気ポンプ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気軸受の制御装置と該装置を備えた排気ポンプに関し、特に、その磁気軸
受を構成する渦電流式ギャップセンサの可動範囲やその中心を特定し、磁気軸受で浮上さ
せるロータ軸その他の被制御軸を保護ベアリングの中心位置に浮上するようにしたもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　従来、半導体製造装置、フラット・パネル・ディスプレイ製造装置、ソーラー・パネル
製造装置におけるプロセスチャンバやその他の密閉チャンバのガス排気手段等として利用
される排気ポンプにおいては、ガス排気時に回転させるロータの回転軸（以下「ロータ軸
という）を浮上支持する手段として、磁気軸受を採用したものがある。この種の磁気軸受
については、例えば、特許文献１に開示されている。
【０００３】
　同特許文献１の磁気軸受は、排気ポンプとして公知のターボ分子ポンプ（１００）のロ
ータ軸（１１３）を浮上支持する軸受手段であって、ＸＹ座標系のＸ軸上に渦電流式ギャ
ップセンサ（１０７Ａ、１０７Ｂ）と電磁石（１０４Ｘ＋、１０４Ｘ－）とを備えるとと
もに、このＸ軸上電磁石（１０４Ｘ＋、１０４Ｘ－）の励磁電流を制御する制御装置（２
００）を備えている。また、図示は省略されているが、同ＸＹ座標系のＹ軸上にも渦電流
式ギャップセンサと電磁石を備えている。
【０００４】
　特許文献１のターボ分子ポンプ（１００）には、磁気軸受の補助装置として保護ベアリ
ング（１２０）を設けている。保護ベアリング（１２０）は、制御装置（２００）による
ロータ軸（１１３）の浮上支持制御が不能になった時など、ロータ軸（１０４）の回転異
常時に、その回転を受け止めて停止させる手段として機能する。
【０００５】
　ところで、前記保護ベアリング（１２０）の中心とロータ軸（１１３）の回転中心とが
ずれていると、ロータ軸（１１３）の正常回転時でも、ロータ軸（１１３）と保護ベアリ
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ング（１２０）とが接触し易くなるので、従来は、ターボ分子ポンプ（１００）の工場出
荷時に、ロータ軸（１１３）が保護ベアリング（１２０）の中心で回転するように初期調
整を行っている。
【０００６】
　前記初期調整は、本願の図４に示すフローチャートに従って行われる。以下、この図４
のフローチャートに従って初期調整の方式を説明する。
【０００７】
　図４のフローチャートは、例えば制御装置（２００）の図示しない初期調整開始ボタン
の押下等により開始される。フローチャートの開始により、磁気軸受の制御装置（２００
）では、Ｘ軸上電磁石（１０４Ｘ＋、１０４Ｘ－）および図示しないＹ軸上電磁石の励磁
電流をＯＮ（通電）の状態にし、これらの電磁石の励磁電流制御を開始する（ステップ２
０１）。
【０００８】
　次に、制御装置（２００）では、＋Ｘ方向の電磁石（１０４Ｘ＋）でロータ軸（１１３
）を＋Ｘ方向に引っ張る（ステップ２０２）。そして、引っ張られたロータ軸（１１３）
が保護ベアリング（１２０）の内輪に接触した時点で、＋Ｘ軸方向の渦電流式ギャップセ
ンサ（１０７Ａ）と－Ｘ軸方向の渦電流式ギャップセンサ（１０７Ｂ）の検出値を読み取
り、読み取った検出値に基づいてロータ軸（１１３）の＋Ｘ軸方向可動限界位置を特定す
る（ステップ２０３）。これと同様の原理で、同制御装置（２００）においては、ロータ
軸（１１３）の－Ｘ軸方向可動限界位置を特定する（ステップ２０４、２０５）。
【０００９】
　その後、制御装置（２００）では、前記のように特定した＋Ｘ軸方向可動限界位置と－
Ｘ軸方向可動限界位置との中点を、渦電流式ギャップセンサのＸ軸上可動範囲の中心すな
わちＸ軸上保護ベアリング中心として算出特定する（ステップ２０６）。ここで、Ｘ軸上
保護ベアリング中心を算出特定できなかった場合には、ステップ２０２に戻り、Ｘ軸上保
護ベアリング中心の算出特定を再試行する（ステップ２０７のＮｏ）。一方、Ｘ軸上保護
ベアリング中心を算出特定できた場合は、特定したＸ軸上保護ベアリング中心でロータ軸
（１１３）が回転するようにＸ軸上電磁石（１０４Ｘ＋、１０４Ｘ－）の励磁電流を調整
する（ステップ２０８、ステップ２０７のＹｅｓ）。
【００１０】
　次に、制御装置（２００）では、先に説明したＸ軸上保護ベアリング中心の算出特定方
式と同様の原理で、Ｙ軸上保護ベアリング中心（磁気軸受のＹ軸上中心）を算出特定し（
ステップ２０９から２１４）、特定したＹ軸上保護ベアリング中心でロータ軸（１１３）
が回転するように図示しないＹ軸上電磁石の励磁電流を調整する（ステップ２１５）。
【００１１】
　本願の図５（ａ）は、図４のフローチャートによる従来の初期調整時において、保護ベ
アリング（１２０）の中心（幾何学的・機械的な中心）とＸ軸上渦電流式ギャップセンサ
のＸ軸上可動範囲の中心（電気的な中心）とが一致し、かつ、保護ベアリング（１２０）
の中心とＹ軸上渦電流式ギャップセンサのＹ軸上可動範囲の中心とが一致している状態を
示している。この状態であれば初期調整は正常に終了する。尚、本願の図５（ａ）におい
ては、先に説明したＸ軸上渦電流式ギャップセンサ（１０７Ｂ）を“＋Ｘセンサ、－Ｘセ
ンサ”として記載し、図示しないＹ軸上渦電流式ギャップセンサを“＋Ｙセンサ、－Ｙセ
ンサ”として記載してある。
【００１２】
　しかしながら、渦電流式ギャップセンサ（＋Ｘセンサ、－Ｘセンサ）の取付け位置誤差
、あるいは保護ベアリング（１２０）の取付け位置誤差や寸法公差などのため、保護ベア
リング（１２０）の中心とＸ軸上渦電流式ギャップセンサのＸ軸上可動範囲の中心とが本
願の図５（ｂ）のように一致していない場合もある。この場合、先に説明した図４のフロ
ーチャートによる従来の初期調整によると、ステップ２０２においてロータ軸（１３０）
を＋Ｘ方向へ引っ張った際に、ロータ軸（１３０）が保護ベアリング（１２０）の内輪の
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円弧面に沿って小刻みに往復運動する、いわゆる発振現象が発生するという問題点がある
。
【００１３】
　この発振現象は、ロータ軸（１３０）を＋Ｘ方向に引っ張る力の成分のうち、保護ベア
リング（１２０）の内輪の円弧面接線方向の力成分によってロータ軸（１３０）が、その
内輪の円弧面に沿って移動すること、及び、その移動によりロータ軸（１３０）のＹ軸方
向位置が変化するので、この変化を元に戻そうとするための励磁電流が図示しないＹ軸方
向の電磁石に作用することによるものである。なお、前記ステップ２０４においてロータ
軸（１３０）を－Ｘ方向に引っ張ったときや、前記ステップ２０９又は２１１においてロ
ータ軸（１３０）を＋Ｙ方向又は－Ｙ方向に引っ張ったときも、同様の発振現象が生じる
という問題点がある。
【００１４】
　以上説明したロータ軸（１３０）の発振現象が発生すると、Ｘ軸上の可動範囲やその中
心を特定できず、ロータ軸を保護ベアリングの中心位置に浮上出来なくなることから、排
気ポンプは初期調整不良として出荷停止とならざるを得ない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２００６－８３９２４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明は前記問題点を解決するためになされたものであり、その目的は、磁気軸受を構
成する渦電流式ギャップセンサの可動範囲やその中心を特定し、磁気軸受で浮上させるロ
ータ軸その他の被制御軸を保護ベアリングの中心位置に浮上できる磁気軸受の制御装置と
該装置を備えた排気ポンプを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　前記目的を達成するために、本発明に係る磁気軸受の制御装置は、ＸＹ座標系のＸ軸上
とＹ軸上に設けた渦電流式ギャップセンサと磁気軸受で浮上させる被制御軸とのギャップ
を該渦電流式ギャップセンサで検出し、その検出値を基にＸ軸上電磁石とＹ軸上電磁石を
励磁することにより、これらの電磁石の磁力で前記被制御軸を浮上支持する磁気軸受の制
御装置であって、前記磁気軸受の制御装置は、前記被制御軸のＸ軸方向可動限界位置を検
出する第１の機能と、前記第１の機能で検出したＸ軸方向可動限界位置を基に前記Ｘ軸上
渦電流式ギャップセンサのＸ軸上可動範囲の中心を特定する第２の機能と、前記被制御軸
のＹ軸方向可動限界位置を検出する第３の機能と、前記第３の機能で検出したＹ軸方向可
動限界位置を基に前記Ｙ軸上渦電流式ギャップセンサのＹ軸上可動範囲の中心を特定する
第４の機能と、前記第１の機能によるＸ軸方向可動限界位置の検出時及び第２の機能によ
るＸ軸上可動範囲の中心の特定時は、前記Ｙ軸上電磁石の励磁電流をＯＦＦにし、前記第
３の機能によるＹ軸方向可動限界位置の検出時及び第４の機能によるＹ軸上可動範囲の中
心の特定時は、前記Ｘ軸上電磁石の励磁電流をＯＦＦにする第５の機能と、を備えること
を特徴とする。
【００１８】
　また、本発明に係る排気ポンプは、前記磁気軸受で支持された軸を有する排気ポンプに
おいて、前記磁気軸受の制御装置を備えてなることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明に係る磁気軸受の制御装置とこれを備えた排気ポンプにあっては、その制御装置
の具体的な構成として、第１の機能によるＸ軸方向可動限界位置の検出時及び第２の機能
によるＸ軸上可動範囲の中心の特定時は、Ｙ軸上電磁石の励磁電流をＯＦＦにし、第３の
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機能によるＹ軸方向可動限界位置の検出時及び第４の機能によるＹ軸上可動範囲の中心の
特定時は、Ｘ軸上電磁石の励磁電流をＯＦＦにする機能を採用した。このため、例えば被
制御軸の外周に設けられている保護ベアリングの内輪の内周円弧面に向って該被制御軸を
引っ張って接触させることにより該軸のＸ軸方向可動限界位置を検出する際に、Ｙ軸上渦
電流式ギャップセンサのＹ軸上可動範囲の中心と保護ベアリングの中心とが一致していな
い場合でも、Ｙ軸上電磁石の励磁電流がＯＦＦとされることによって被制御軸のＹ軸方向
浮上位置制御は行われない。従って、従来のような発振現象は効果的に抑制され、渦電流
式ギャップセンサのＸ軸上可動範囲やその中心、及びＹ軸上可動範囲やその中心を特定す
ることができ、磁気軸受で浮上させる被制御軸を有する排気ポンプがＸ軸上、Ｙ軸上可動
範囲の中心を特定できず被制御軸を保護ベアリングの中心位置に浮上出来ないことにより
初期調整不良として出荷停止となるような事態を効果的に回避できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明に係る磁気軸受の制御装置を適用した排気ポンプの断面図。
【図２】磁気軸受の制御装置とラジアル磁気軸受の説明図。
【図３】図２に示した磁気軸受の制御装置で実行される初期調整の流れを示すフローチャ
ート図。
【図４】従来の磁気軸受の制御装置で実行される初期調整の流れを示すフローチャート図
。
【図５】図５（ａ）は、保護ベアリングの中心（幾何学的・機械的な中心）とＸ軸上渦電
流式ギャップセンサのＸ軸上可動範囲の中心（電気的な中心）とが一致し、かつ保護ベア
リングの中心（幾何学的・機械的な中心）とＹ軸上渦電流式ギャップセンサのＹ軸上可動
範囲の中心（電気的な中心）とが一致している状態の説明図、同図（ｂ）は、それらが一
致していない状態の説明図。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の実施形態について、願書に添付した図面を参照しながら説明する。
【００２２】
　図１は本発明に係る磁気軸受の制御装置を適用した排気ポンプの断面図である。同図の
排気ポンプＰは、例えば半導体製造装置、フラット・パネル・ディスプレイ製造装置、ソ
ーラー・パネル製造装置におけるプロセスチャンバやその他の密閉チャンバのガス排気手
段等として利用される。この排気ポンプは、外装ケース１内に、回転翼１３と固定翼１４
により気体を排気する翼排気部Ｐｔと、ネジ溝１９を利用して気体を排気するネジ溝排気
部Ｐｓと、これらの駆動系とを有している。
【００２３】
　外装ケース１は、筒状のポンプケース１Ａと有底筒状のポンプベース１Ｂとをその筒軸
方向にボルトで一体に連結した有底円筒形になっている。ポンプケース１Ａの上端部側は
ガス吸気口２として開口しており、ポンプベース１Ｂの下端部側面にはガス排気口３を設
けてある。
【００２４】
　ガス吸気口２は、ポンプケース１Ａ上縁のフランジ１Ｃに設けた図示しないボルトによ
り、例えば半導体製造装置のプロセスチャンバ等、高真空となる図示しない密閉チャンバ
に接続される。ガス排気口３は、図示しない補助ポンプに連通するように接続される。
【００２５】
　ポンプケース１Ａ内の中央部には各種電装品を内蔵する円筒状のステータコラム４が設
けられており、ステータコラム４はその下端側がポンプベース１Ｂ上にネジ止め固定され
る形態で立設してある。
【００２６】
　ステータコラム４の内側には後述のラジアル磁気軸受、アキシャル磁気軸受で浮上させ
るロータ軸５（被制御軸）が設けられており、ロータ軸５は、その上端部がガス吸気口２
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の方向を向き、その下端部がポンプベース１Ｂの方向を向くように配置してある。また、
ロータ軸５の上端部はステータコラム４の円筒上端面から上方に突出するように設けてあ
る。
【００２７】
　ロータ軸５は、ラジアル磁気軸受１０とアキシャル磁気軸受１１の磁力で径方向と軸方
向が回転可能に浮上支持され、駆動モータ１２により回転駆動される。また、このロータ
軸５の上下端側には保護ベアリングＢ１、Ｂ２を設けている。
【００２８】
《駆動モータの詳細構成》
　駆動モータ１２は、固定子１２Ａと回転子１２Ｂとからなる構造であって、ロータ軸５
の略中央付近に設けられている。かかる駆動モータ１２の固定子１２Ａはステータコラム
４の内側に設置しており、同駆動モータ１２の回転子１２Ｂはロータ軸５の外周面側に一
体に装着してある。
【００２９】
《保護ベアリングＢの詳細構成》
　ロータ軸５上端側の保護ベアリングＢ１は、例えばラジアル磁気軸受１０やアキシャル
磁気軸受１１によるロータ軸５の浮上位置制御が不能となった時など、ロータ軸５の回転
異常時に、ロータ軸５の径方向から該ロータ軸５の回転を受け止めて停止させる手段とし
て機能する。かかる機能を実現するために、同保護ベアリングＢ１の外輪は、ステータコ
ラム４の内周面側に取り付け固定し、同保護ベアリングＢ１の内輪は、ロータ軸５上端外
周面と所定の隙間を隔てて対向するように設けている。
【００３０】
　ロータ軸５下端側の保護ベアリングＢ２は、前記ロータ軸５の回転異常時に、ロータ軸
５の下端肩部が同保護ベアリングＢ２の内輪端面に接触したり、ロータ軸５の下端外周面
が同保護ベアリングＢ２の内輪内周面に接触したりすることで、当該ロータ軸５を径方向
及び軸方向に機械的に支持する手段として機能する。かかる機能を実現するために、同保
護ベアリングＢ２の外輪は、後述するアキシャル電磁石１１Ｂを介してステータコラム４
の内周面側に取り付け固定し、同保護ベアリングＢ２の内輪は、ロータ軸５の下端肩部及
び外周面と所定の隙間を隔てて対向するように設けている。
【００３１】
《ラジアル磁気軸受の詳細構成》
　ラジアル磁気軸受１０は、駆動モータ１２の上下に１組ずつ合計２組配置され、アキシ
ャル磁気軸受１１はロータ軸５の下端部側に１組配置されている。以下の説明では、説明
の便宜上、図２のように、ロータ軸５の軸心を原点とし、原点からロータ軸５の径方向に
Ｘ軸とこれに直角のＹ軸を備えたＸＹ座標系で説明する。
【００３２】
　２組のラジアル磁気軸受１０、１０は、それぞれ、ロータ軸５の外周面に取り付けたラ
ジアル電磁石ターゲット１０Ａ、これに対向するステータコラム４内側面に設置したラジ
アル電磁石１０Ｂ、および渦電流式ギャップセンサ１０Ｃを備えて構成される。
【００３３】
　ラジアル電磁石ターゲット１０Ａは、高透磁率材料の鋼板を積層した積層鋼板で形成し
てある。
【００３４】
　ラジアル電磁石１０Ｂは、図２のように、＋Ｘ方向、－Ｘ方向、＋Ｙ方向、及び－Ｙ方
向にそれぞれ一つずつ計４組配置されていて、図２に示す磁気軸受の制御装置２０で制御
された励磁電流により励磁され、ラジアル電磁石ターゲット１０Ａを通じてロータ軸５を
径方向に磁力で吸引する。
【００３５】
　なお、以下の説明では、説明の便宜上、前記４組のラジアル電磁石１０Ｂのうち、Ｘ軸
上ラジアル電磁石、具体的には＋Ｘ方向に位置するラジアル電磁石を「＋Ｘ電磁石」とい
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い、－Ｘ方向に位置するラジアル電磁石を「－Ｘ電磁石」という。また、Ｙ軸上ラジアル
電磁石、具体的には＋Ｙ方向に位置するラジアル電磁石を「＋Ｙ電磁石」といい、－Ｙ方
向に位置するラジアル電磁石を「－Ｙ電磁石」という。
【００３６】
　渦電流式ギャップセンサ１０Ｃは、＋Ｘ方向、－Ｘ方向、＋Ｙ方向、及び－Ｙ方向にそ
れぞれ一つずつ計４組配置されていて、その配置位置からロータ軸５までのギャップを検
出する。検出値は図２に示す磁気軸受の制御装置２０に出力される。
【００３７】
　なお、以下の説明では、説明の便宜上、前記４組の渦電流式ギャップセンサ１０Ｃのう
ち、Ｘ軸上渦電流式ギャップセンサ、具体的には＋Ｘ方向に位置する渦電流式ギャップセ
ンサを「＋Ｘセンサ」といい、－Ｘ軸方向に位置する渦電流式ギャップセンサを「－Ｘセ
ンサ」という。また、＋Ｙ方向に位置する渦電流式ギャップセンサを「＋Ｙセンサ」とい
い、－Ｙ方向に位置する渦電流式ギャップセンサを「－Ｙセンサ」という。
【００３８】
《アキシャル磁気軸受の詳細構成》
　アキシャル磁気軸受１１は、ロータ軸５の下端部外周に取り付けた円盤形状のアーマチ
ュアディスク１１Ａと、アーマチュアディスク１１Ａを挟んで上下に対向するアキシャル
電磁石１１Ｂと、ロータ軸５の下端面から少し離れた位置に設置したアキシャル方向変位
センサ１１Ｃとを備えて構成される。アーマチュアディスク１１Ａは透磁率の高い材料か
らなり、上下のアキシャル電磁石１１Ｂはアーマチュアディスク１１Ａをその上下方向か
ら磁力で吸引するようになっている。アキシャル方向変位センサ１１Ｃはロータ軸５の軸
方向変位を検出する。そして、アキシャル方向変位センサ１１Ｃでの検出値（ロータ軸５
の軸方向変位）に基づき上下のアキシャル電磁石１１Ｂの励磁電流を制御することによっ
て、ロータ軸５は軸方向所定位置に磁力で浮上支持される。
【００３９】
　ステータコラム４の外側にはロータ６が設けられている。このロータ６は、ステータコ
ラム４の外周を囲む円筒形状であって、ロータ軸５に一体化されている。このような一体
化の構造例として、図１の排気ポンプＰでは、ロータ６の端面部中心にボス孔７を設ける
とともに、ロータ軸５の上端部外周に段状の肩部（以下「ロータ軸肩部９」という）を形
成している。そして、ロータ軸肩部９より上のロータ軸５先端部を前記ロータ軸５端面部
のボス孔７に嵌め込み、かつ、ロータ軸５端面部とロータ軸肩部９とをボルトで固定する
ことにより、ロータ６とロータ軸５は一体化している。
【００４０】
　前記ロータ６は、ロータ軸５を介してラジアル磁気軸受１０、１０及びアキシャル磁気
軸受１１で、その軸心（ロータ軸５）周りに回転可能に浮上支持される。従って、図１の
排気ポンプＰでは、ロータ軸５、ラジアル磁気軸受１０、１０、及びアキシャル磁気軸受
１１が、ロータ６をその軸心周りに回転可能に支持する支持手段として機能する。またロ
ータ６はロータ軸５と一体に回転するので、ロータ軸５を回転駆動する駆動モータ１２が
ロータ６を回転駆動する駆動手段として機能する。
【００４１】
《磁気軸受の制御装置の詳細構成》
　磁気軸受の制御装置２０は、制御対象であるロータ軸５と磁気軸受の＋Ｘセンサ及び－
Ｘセンサによる＋Ｘ方向と－Ｘ方向の２つのギャップ値の差分を演算し、その差分とＸ方
向ギャップ補正値を基準とし＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石の励磁電流を制御すること、及び、
＋Ｙセンサと－Ｙセンサの検出値とこれらに対応する＋Ｙ方向、－Ｙ方向のギャップ値の
差分を演算し、その差分とＹ方向ギャップ補正値を基準とし＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石の励
磁電流を制御することにより、ロータ軸５を磁力で浮上支持するように制御している。通
常、初期浮上位置は、Ｘ方向ギャップ補正値とＹ方向ギャップ補正値は０として、浮上支
持するように電磁石は制御される。
【００４２】
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　本実施形態の排気ポンプＰでも、その工場出荷時等、実際に排気ポンプＰをユーザー装
置に組み込んで使用する以前に、ロータ軸５が保護ベアリングＢ１、Ｂ２の中心で回転す
るように初期調整を行っている。以下、この初期調整について説明する。
【００４３】
　前述した磁気軸受の制御装置２０は、マイクロコンピュータ等の数値処理装置で構成さ
れていて、図３に示す初期調整のフローチャートの実行により、下記第１から第５の機能
を発揮するように構成してある。
【００４４】
　第１の機能：
　第１の機能は、ロータ軸５のＸ軸方向可動限界位置を検出する機能である。
【００４５】
　第２の機能：
　第２の機能は、第１の機能で検出したＸ軸方向可動限界位置を基にＸ軸上渦電流式ギャ
ップセンサ１０ＣのＸ軸上可動範囲とその中心（ラジアル磁気軸受のＸ軸上可動範囲中心
）を特定する機能である。
【００４６】
　第３の機能：
　第３の機能は、ロータ軸５のＹ軸方向可動限界位置を検出する機能である。
【００４７】
　第４の機能：
　第４の機能は、第３の機能で検出したＹ軸方向可動限界位置を基にＹ軸上渦電流式ギャ
ップセンサ１０ＣのＹ軸上可動範囲とその中心（ラジアル磁気軸受のＹ軸上可動範囲中心
）を特定する機能である。
【００４８】
　第５の機能：
　第５の機能は、第１の機能による検出時及び第２の機能による特定時は、Ｙ軸上電磁石
１０Ｂ（＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石）の励磁電流をＯＦＦにし、第３の機能による検出時及
び第４の機能による特定時は、Ｘ軸上電磁石１０Ｂ（＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石）の励磁電
流をＯＦＦにする機能である。
【００４９】
　次に、図３に示す初期調整のフローチャートを説明する。
【００５０】
　図３に示す初期調整のフローチャートは、本制御装置２０の図示しない初期調整開始ボ
タンの押下等により開始される。フローチャートの開始により、最初に、制御装置２０で
は、＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石（Ｘ軸上ラジアル電磁石）の励磁電流をＯＮ（通電）の状態
とし、＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石の励磁電流の制御を開始することにより、ラジアル磁気軸
受１０におけるロータ軸５のＸ軸方向浮上位置制御が行われるようにする（ステップ１０
１）。この一方で、制御装置２０は、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石（Ｙ軸上ラジアル電磁石）
の励磁電流をＯＦＦ（非通電）の状態とし、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石の励磁電流の制御を
停止することにより、ラジアル磁気軸受１０におけるロータ軸５のＹ軸方向浮上位置制御
は行われないようにする（ステップ１０２）。
【００５１】
　次に、制御装置２０では、初期ギャップ補正値０の位置から、＋Ｘ電磁石に流れる励磁
電流を増やし、－Ｘの電磁石に流れる励磁電流を減らすことにより、＋Ｘ電磁石１０Ｂで
ロータ軸５を＋Ｘ方向に引っ張る（ステップ１０３）。
【００５２】
　そして、引っ張られたロータ軸５が保護ベアリングＢ１、Ｂ２の内輪の内周円弧面に接
触した時点で、＋Ｘと－Ｘセンサの検出値を読み取り、読み取った検出値に基づいてロー
タ軸５の＋Ｘ軸方向可動限界位置を特定する（ステップ１０４）。この場合、ロータ軸５
が保護ベアリングＢ１、Ｂ２の内輪の内周円弧面に接触した後は＋Ｘと－Ｘセンサの検出
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値が変化しなくなる（飽和状態になる）ので、かかる検出値の変化量を監視することによ
り、ロータ軸５が接触したか否かを判定し、接触と判定したときの＋Ｘと－Ｘセンサの検
出値に基づいて当該ロータ軸５の＋Ｘ軸方向可動限界位置を特定してもよい。
【００５３】
　その後、制御装置２０では、－Ｘ電磁石に流れる電流値を増やし、＋Ｘの電磁石に流れ
る電流値を減らすことにより、－Ｘ電磁石１０Ｂでロータ軸５を－Ｘ方向に引っ張る（ス
テップ１０５）。
【００５４】
　そして、引っ張られたロータ軸５が保護ベアリングＢ１、Ｂ２の内輪の内周円弧面に接
触した時点で、＋Ｘと－Ｘセンサの検出値を読み取り、読み取った検出値に基づいてロー
タ軸５の－Ｘ軸方向可動限界位置を特定する（ステップ１０６）。この－Ｘ軸方向可動限
界位置の特定は先に説明した＋Ｘ軸方向可動限界位置と同様の方式で特定してよい。
【００５５】
　以上のようにして＋Ｘ軸方向可動限界位置と－Ｘ軸方向可動限界位置の特定が完了した
ら、次に、制御装置２０では、その＋Ｘ軸方向可動限界位置から－Ｘ軸方向可動限界位置
までの範囲をＸ軸上可動範囲として特定し、かつ、これら可動限界位置の中点をＸ軸上渦
電流式ギャップセンサ１０ＣのＸ軸上可動範囲の中心（ラジアル磁気軸受のＸ軸上可動範
囲の中心）としてＸ方向ギャップ補正値を算出特定する。Ｘ方向ギャップ補正値は、制御
装置２０の記憶メモリ（図示省略）に格納される（ステップ１０７）。
【００５６】
　次のステップ１０８では、前記ステップ１０７でＸ軸上可動範囲の中心を特定できたか
否かを判定し、特定できなかった場合は、ステップ１０３に戻って、Ｘ軸上可動範囲の中
心の算出特定を再試行する（ステップ１０８のＮｏ）。一方、前記ステップ１０７でＸ軸
上可動範囲の中心を特定できた場合には、前記ステップ１０７で格納した記憶メモリ内の
Ｘ方向ギャップ補正値でＸ軸上可動範囲の中心にロータ軸５が回転するようにＸ軸上電磁
石１０Ｂの励磁電流を制御する。これにより、ロータ軸５はその特定したＸ軸上可動範囲
の中心（ラジアル磁気軸受のＸ軸上中心）に浮上支持される（ステップ１０８のＹｅｓ、
ステップ１０９）。
【００５７】
　更に続けて、制御装置２０では、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石（Ｙ軸上ラジアル電磁石）の
励磁電流をＯＮの状態とし、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石の励磁電流の制御を開始することに
より、ラジアル磁気軸受１０におけるロータ軸５のＹ軸方向浮上位置制御が行われるよう
にする（ステップ１１０）。この一方で、制御装置２０は、＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石（Ｘ
軸上ラジアル電磁石）の励磁電流をＯＦＦの状態とし、＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石の励磁電
流の制御を停止することにより、ラジアル磁気軸受１０におけるロータ軸５のＸ軸方向浮
上位置制御は行われないようにする（ステップ１１１）。
【００５８】
　次に、制御装置２０では、初期ギャップ補正値０の位置から、＋Ｙ電磁石１０Ｂに流れ
る励磁電流を増やし、－Ｙの電磁石１０Ｂに流れる励磁電流を減らすことにより、＋Ｙ電
磁石１０Ｂでロータ軸５を＋Ｙ方向に引っ張る（ステップ１１２）。
【００５９】
　そして、引っ張られたロータ軸５が保護ベアリングＢ１、Ｂ２の内輪の内周円弧面に接
触した時点で、＋Ｙと－Ｙセンサの検出値を読み取り、読み取った検出値に基づいてロー
タ軸５の＋Ｙ軸方向可動限界位置を特定する（ステップ１１３）。この＋Ｙ軸方向可動限
界位置の特定は先に説明した＋Ｘ軸方向可動限界位置と同様の方式で特定できる。
【００６０】
　次に、制御装置２０では、－Ｙ電磁石１０Ｂに流れる励磁電流を増やし、＋Ｙの電磁石
１０Ｂに流れる励磁電流を減らすことにより、－Ｙ電磁石１０Ｂでロータ軸５を－Ｙ方向
に引っ張る（ステップ１１４）。
【００６１】
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　そして、引っ張られたロータ軸５が保護ベアリングＢ１、Ｂ２の内輪の内周円弧面に接
触した時点で、＋Ｙと－Ｙセンサの検出値を読み取り、読み取った検出値に基づいてロー
タ軸５の－Ｙ軸方向可動限界位置を特定する（ステップ１１５）。この－Ｙ軸方向可動限
界位置の特定は先に説明した＋Ｘ軸方向可動限界位置と同様の方式で特定できる。
【００６２】
　以上のようにして＋Ｙ軸方向可動限界位置と－Ｙ軸方向可動限界位置の特定が完了した
ら、次に、制御装置２０では、その＋Ｙ軸方向可動限界位置から－Ｙ軸方向可動限界位置
までの範囲をＹ軸上可動範囲として特定し、かつ、これら可動限界位置の中点をＹ軸上渦
電流式ギャップセンサ１０ＣのＹ軸上可動範囲の中心（ラジアル磁気軸受のＹ軸上可動範
囲の中心）としてＹ方向ギャップ補正値を算出特定する。Ｙ方向ギャップ補正値は制御装
置２０の記憶メモリ（図示省略）に格納される（ステップ１１６）。
【００６３】
　そして、次のステップ１１７では、前記ステップ１１６でＹ軸上可動範囲の中心を特定
できたか否かを判定し、特定できなかった場合は、ステップ１１２に戻って、Ｙ軸上可動
範囲の中心の算出特定を再試行する（ステップ１１７のＮｏ）。一方、前記ステップ１１
７でＹ軸上可動範囲の中心を特定できた場合には、前記ステップ１１６で格納した記憶メ
モリ内のＹ方向ギャップ補正値でＹ軸上可動範囲の中心にロータ軸５が回転するようにＹ
軸上電磁石１０Ｂの励磁電流を制御する。これにより、ロータ軸５はその特定したＹ軸上
可動範囲の中心（ラジアル磁気軸受のＹ軸上中心）に浮上支持される（ステップ１１７の
Ｙｅｓ、ステップ１１８）。
【００６４】
　その後のステップ１１９では、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石（Ｙ軸上ラジアル電磁石）の励
磁電流のＯＮ（通電）状態を維持したまま、＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石（Ｘ軸上ラジアル電
磁石）の励磁電流をＯＮ（通電）の状態とし、前記ステップ１０７で格納した記憶メモリ
(図示省略)内のＸ方向ギャップ補正値でＸ軸上可動範囲の中心にロータ軸５が回転するよ
うにＸ軸上電磁石１０Ｂの励磁電流を制御する。これにより、ロータ軸５はＸ軸上可動範
囲の中心とＹ軸上可動範囲の中心で回転するように浮上支持される。この時点でロータ軸
５の回転に異常がないなら本フローチャートによる初期調整が完了し、排気ポンプＰは出
荷待ちになる、又は、他の初期調整作業に移行できる。
【００６５】
《翼排気部Ｐｔの詳細構成》
　図１の排気ポンプＰでは、ロータ６の略中間より上流（ロータ６の略中間からロータ６
のガス吸気口２側端部までの範囲）が翼排気部Ｐｔとして機能する。以下この翼排気部Ｐ
ｔを詳細に説明する。
【００６６】
　ロータ６の略中間より上流側のロータ６外周面には回転翼１３が一体に複数設けられて
いる。これら複数の回転翼１３は、ロータ６の回転軸心（ロータ軸５）若しくは外装ケー
ス１の軸心（以下「ポンプ軸心」という）を中心として放射状に並んでいる。一方、ポン
プケース１Ａの内周面側には固定翼１４が複数設けられており、これらの固定翼１４は、
ポンプ軸心を中心として放射状に並んで配置されている。そして、上記回転翼１３と固定
翼１４とがポンプ軸心に沿って交互に多段に配置されることによって翼排気部Ｐｔを形成
している。
【００６７】
　いずれの回転翼１３も、ロータ６の外径加工部と一体的に切削加工で切り出し形成した
ブレード状の切削加工品であって、気体分子の排気に最適な角度で傾斜している。いずれ
の固定翼１４もまた、気体分子の排気に最適な角度で傾斜している。
【００６８】
《翼排気部Ｐｔによる排気動作説明》
　以上の構成からなる翼排気部Ｐｔでは、駆動モータ１２の起動により、ロータ軸５、ロ
ータ６および複数の回転翼１３が一体に高速回転し、最上段の回転翼１３がガス吸気口２
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から入射した気体分子に下向き方向の運動量を付与する。この下向き方向の運動量を有す
る気体分子が固定翼１４によって次段の回転翼１３側へ送り込まれる。以上のような気体
分子への運動量の付与と送り込み動作とが繰り返し多段に行われることにより、ガス吸気
口２側の気体分子はロータ６の下流に向かって順次移行するように排気される。
【００６９】
《ネジ溝排気部Ｐｓの詳細構成》
　図１の排気ポンプＰでは、ロータ６の略中間より下流（ロータ６の略中間からロータ６
のガス排気口３側端部までの範囲）がネジ溝排気部Ｐｓとして機能する。以下このネジ溝
排気部Ｐｓを詳細に説明する。
【００７０】
　ロータ６の略中間より下流側のロータ６外周面は、ネジ溝排気部Ｐｓの回転部材として
回転する部分であって、円筒形のネジ溝排気部ステータ１８内に所定のギャップを介して
挿入・収容されている。
【００７１】
　ネジ溝排気部ステータ１８は、ネジ溝排気部Ｐｓの筒形固定部材として、ロータ６の外
周（ロータ６の略中間より下流の部分）を囲む形状になっており、その内周部には、深さ
が下方に向けて小径化したテーパコーン形状に変化するネジ溝１９を形成してある。ネジ
溝１９は、ネジ溝排気部ステータ１８の上端から下端にかけて螺旋状に刻設してあり、こ
のようなネジ溝１９とロータ６の外周面とにより、ロータ６とネジ溝排気部ステータ１８
との間には、螺旋状のネジ溝排気通路Ｓが設けられる。尚、ネジ溝排気部ステータ１８は
その下端部がポンプベース１Ｂで支持されるようになっている。
【００７２】
　図示は省略するが、先に説明したネジ溝１９をロータ６の内周面に形成することで、前
記のようなネジ溝排気通路Ｓが設けられるように構成してもよい。
【００７３】
　ネジ溝排気部Ｐｓでは、ネジ溝１９とロータ６の外周面でのドラッグ効果により気体を
圧縮しながら移送するため、ネジ溝１９の深さは、ネジ溝排気通路Ｓの上流入口側（ガス
吸気口２に近い方の通路開口端）で最も深く、その下流出口側（ガス排気口３に近い方の
通路開口端）で最も浅くなるように設定してある。
【００７４】
　ネジ溝排気通路Ｓの上流入口は、多段に配置されている回転翼１３のうち最下段の回転
翼１３若しくは固定翼１４（図１の例では最下段の固定翼１４）に向って開口しており、
同通路Ｓの下流出口は、ガス排気口３側に連通するように構成してある。
【００７５】
《ネジ溝排気部Ｐｓにおける排気動作説明》
　先に説明した翼排気部Ｐｔの排気動作による移送で最下段の回転翼１３若しくは固定翼
１４に到達した気体分子は、それらに向かって開口しているネジ溝排気通路Ｓの上流入口
から同ネジ溝排気通路Ｓに移行する。移行した気体分子は、ロータ６の回転によって生じ
る効果、すなわち、ロータ６の外周面とネジ溝１９でのドラッグ効果によって、遷移流か
ら粘性流に圧縮されながらガス排気口３に向って移行し、最終的に図示しない補助ポンプ
を通じて外部へ排気される。
【００７６】
　以上説明した本実施形態の排気ポンプＰにあっては、磁気軸受の制御装置２０の具体的
な構成として、第１の機能によるＸ軸方向可動限界位置の検出時及び第２の機能によるＸ
軸上可動範囲の特定時は、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石（Ｙ軸上電磁石１０Ｂ）の励磁電流を
ＯＦＦにし、第３の機能によるＹ軸方向可動限界位置の検出時及び第４の機能によるＹ軸
上可動範囲の特定時は、＋Ｘ電磁石と－Ｘ電磁石（Ｘ軸上電磁石１０Ｂ）の励磁電流をＯ
ＦＦにする機能を採用した。このため、例えば、保護ベアリングＢ１、Ｂ２の内輪の内周
円弧面に向ってロータ軸５を引っ張って接触させることによりロータ軸５のＸ軸方向可動
限界値を検出する際に、Ｙ軸上渦電流式ギャップセンサ１０ＣのＹ軸上可動範囲の中心と



(12) JP WO2012/070278 A1 2012.5.31

10

20

30

40

保護ベアリングＢ１、Ｂ２の中心とが一致していない場合でも、＋Ｙ電磁石と－Ｙ電磁石
の励磁電流がＯＦＦとされることによってロータ軸５のＹ軸方向浮上位置制御は行われな
い。従って、従来のような発振現象は効果的に抑制され、Ｘ軸上可動範囲やその中心、及
びＹ軸上可動範囲やその中心を特定でき、Ｘ軸上可動範囲やＹ軸上可動範囲を特定できず
ロータ軸を保護ベアリングの中心位置に浮上出来ないために初期調整不良として排気ポン
プＰが出荷停止となるような事態も回避できる。
【符号の説明】
【００７７】
１　外装ケース
１Ａ　ポンプケース
１Ｂ　ポンプベース
１Ｃ　フランジ
２　ガス吸気口
３　ガス排気口
４　ステータコラム
５　ロータ軸
６　ロータ
７　ボス孔
９　肩部
１０　ラジアル磁気軸受
１０Ａ　ラジアル電磁石ターゲット
１０Ｂ　Ｘ軸上電磁石
１０Ｃ　Ｘ軸上渦電流式ギャップセンサ
１１　アキシャル磁気軸受
１１Ａ　アーマチュアディスク
１１Ｂ　アキシャル電磁石
１１Ｃ　アキシャル方向変位センサ
１２　駆動モータ
１２Ａ　固定子
１２Ｂ　回転子
１３　回転翼
１４　固定翼
１８　ネジ溝排気部ステータ
１９　ネジ溝
２０　磁気軸受の制御装置
Ｂ１、Ｂ２　保護ベアリング
Ｐ　排気ポンプ
Ｐｔ　翼排気部
Ｐｓ　ネジ溝排気部
Ｓ　ネジ溝排気通路
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【要約の続き】
磁電流をＯＦＦにする第５の機能と、を備えるものとする。
【選択図】図２
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